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平成 20年度 予算編成方針 

 

平成 19年 11月 30日 

 

 

Ⅰ 地方財政を取り巻く状況 

 

１．国の経済動向 

内閣府の 2007 年 11月 22 日の「月例経済報告」によると、国の経済はこのとこ

ろ一部に弱さがみられるものの回復している一方、地域間の回復にばらつきが見ら

れ、中小企業の中にも、景気回復が及んでいないところが多いとしています。 

また、2007200720072007 年度年度年度年度のののの地方財政計画地方財政計画地方財政計画地方財政計画でででで見込見込見込見込んだんだんだんだ地方税収地方税収地方税収地方税収がががが 40404040 兆兆兆兆 3700370037003700 億円億円億円億円をををを下回下回下回下回るるるる

可能性可能性可能性可能性がががが高高高高くくくく、、、、2222002002002002年度以来年度以来年度以来年度以来 5555年年年年ぶりとなるぶりとなるぶりとなるぶりとなる計画割計画割計画割計画割れれれれがががが見込見込見込見込まれていまれていまれていまれていますますますます。。。。地方税

収は国から地方への税源移譲の影響を除いた増減率で、前年度比 5.3％増を見込んで

いましたが、9月末時点の速報値では 3.2％増にとどまっているため、年度後半の見

通しを加味しても、計画額に届かず 40兆円を下回る可能性もあり、税収税収税収税収がががが地財計画地財計画地財計画地財計画

額額額額をををを下回下回下回下回ればればればれば、、、、地方債地方債地方債地方債のののの発行発行発行発行などでなどでなどでなどで減収減収減収減収分分分分をををを補補補補てんするてんするてんするてんする対応対応対応対応がががが必要必要必要必要にににになるとされてなるとされてなるとされてなるとされて

いいいいますますますます。。。。    

したがってしたがってしたがってしたがって、、、、国国国国のののの平成平成平成平成 20202020 年度年度年度年度予算編成予算編成予算編成予算編成にもにもにもにも影響影響影響影響することすることすることすること必至必至必至必至であり、加えて、

サブプライム住宅ローン問題を背景とする金融資本市場の変動や原油価格の動向が

内外経済に与える影響等には留意する必要があり、依然として厳しい経済環境とい

えます。 

 

２．改革の推進方針 

経済財政改革の基本方針 2007 で、行政・財政システムの革新が必要であり、民民民民

間間間間とととと異異異異なりなりなりなり、、、、競争競争競争競争にさらされていないにさらされていないにさらされていないにさらされていない行政行政行政行政はははは、、、、最最最最もももも経済社会経済社会経済社会経済社会のののの環境変化環境変化環境変化環境変化にににに立立立立ちちちち後後後後れれれれ

たたたた分野分野分野分野でもあるでもあるでもあるでもあるとしとしとしとし、、、、これからのこれからのこれからのこれからの時代時代時代時代にふさわしいにふさわしいにふさわしいにふさわしい公務員像公務員像公務員像公務員像へとへとへとへと転換転換転換転換を図り、道州

制を視野に入れた本格的な地方分権を進めることなど、まさに戦後レジームから脱

却するための取組が必要で、その中でも、財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化はははは喫緊喫緊喫緊喫緊のののの課題課題課題課題でありでありでありであり、、、、歳出歳出歳出歳出・・・・

歳入一体歳入一体歳入一体歳入一体改革改革改革改革ののののプログラムプログラムプログラムプログラムをををを確実確実確実確実にににに実行実行実行実行するするするする必要必要必要必要があるがあるがあるがあるとされとされとされとされ、、、、歳出削減歳出削減歳出削減歳出削減はははは厳厳厳厳しいしいしいしい

道程道程道程道程ではあるがではあるがではあるがではあるが、、、、これをこれをこれをこれを継続的継続的継続的継続的にににに断行断行断行断行しないしないしないしない限限限限りりりり、、、、我我我我がががが国国国国のののの財政再建財政再建財政再建財政再建はないとはないとはないとはないと 2006200620062006

年度年度年度年度にににに引引引引きききき続続続続きききき厳厳厳厳しいしいしいしい姿勢姿勢姿勢姿勢をををを打打打打ちちちち出出出出していますしていますしていますしています。。。。 

財政健全化に向け、安定した成長を図るとともに、「経済財政運営と構造改革に関

する基本方針 2006及び同基本方針 2007を堅持し、平成 23年度には国と地方の基

礎的財政収支の黒字化を確実に達成するなど、歳出･歳入一体改革を更に進めるとし、

真に必要なニーズにこたえるための財源の重点配分を行いつつ、新新新新たにたにたにたに必要必要必要必要なななな歳出歳出歳出歳出

をををを行行行行うううう際際際際にはにはにはには、、、、原原原原則則則則としてとしてとしてとして他他他他のののの経費経費経費経費のののの削減削減削減削減でででで対応対応対応対応するなどするなどするなどするなど予算編成予算編成予算編成予算編成のののの原則原則原則原則にににに沿沿沿沿ってってってって、、、、

規律規律規律規律あるあるあるある財政運営財政運営財政運営財政運営をををを行行行行ううううこととされています。 
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３．国の予算編成 

2008年度予算編成の枠組みとなる「平成 20年度予算編成の基本方針」の原案が、

11月 26日の経済財政諮問会議で示されました。2008年度予算については、8月の

概算要求基準（シーリング）の段階では、「歳出・歳入一体改革」に基づく、歳出抑

制路線が継続される方針が明示されていましたが、今回の「基本方針案」でも、2008200820082008

年度予算年度予算年度予算年度予算をををを「「「「歳出改革歳出改革歳出改革歳出改革をををを軌道軌道軌道軌道にににに乗乗乗乗せるせるせるせる上上上上でででで、、、、極極極極めてめてめてめて重要重要重要重要なななな予算予算予算予算」」」」とととと位置付位置付位置付位置付けておりけておりけておりけており、、、、

新規国債発行額新規国債発行額新規国債発行額新規国債発行額をををを極力抑制極力抑制極力抑制極力抑制するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、公共事業費公共事業費公共事業費公共事業費をををを前年度予算比前年度予算比前年度予算比前年度予算比でででで▲▲▲▲３３３３％％％％削減削減削減削減

することがすることがすることがすることが明記明記明記明記されるなどされるなどされるなどされるなど、、、、歳出抑制路線歳出抑制路線歳出抑制路線歳出抑制路線をををを継続継続継続継続していくことがしていくことがしていくことがしていくことが示示示示されていされていされていされていますますますます。。。。    

地方財政地方財政地方財政地方財政についてはについてはについてはについては、基本方針基本方針基本方針基本方針 2006200620062006及及及及びびびび基本方針基本方針基本方針基本方針 2007200720072007にににに則則則則りりりり、、、、国国国国のののの取組取組取組取組歩調歩調歩調歩調にににに

合合合合わせてわせてわせてわせて、、、、人件費人件費人件費人件費、、、、投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費、、、、一般行政経費一般行政経費一般行政経費一般行政経費のののの各分野各分野各分野各分野にわたりにわたりにわたりにわたり、、、、厳厳厳厳しくしくしくしく抑制抑制抑制抑制をををを図図図図

るとともにるとともにるとともにるとともに、、、、安定的安定的安定的安定的なななな財政運営財政運営財政運営財政運営にににに必要必要必要必要となるとなるとなるとなる地方税地方税地方税地方税、、、、地方交付税等地方交付税等地方交付税等地方交付税等のののの一般財源一般財源一般財源一般財源のののの総総総総

額額額額をををを確保確保確保確保するとしていするとしていするとしていするとしていますますますます。。。。 

 

 

Ⅱ 本町の財政状況 

 

１．現在の状況 

平成 18年度決算は合併後初めての通年予算による決算でありました。 

この決算に基づき、経常収支比率、財政力指数、実質公債費比率の財政指標で分

析しますと、経常収支比率は、86.0％で、17年度の 85.7％を 0.3％上昇することと

なり、財政の硬直化が進行していることが示されています。 

財政力指数は、0.240で 17年度の 0.230を 0.01ポイント向上しましたが、18年

度の長野県下の町村の平均が 0.349 ですので、本町の自主的財政力が依然として乏

しい結果を示しています。 

実質公債費比率は、18.5％で、17年度の 20.3％を 1.8％改善しましたが、基準値

である 18%を 0.5%超過しているため、地方債を発行する場合は許可が必要となって

います。 

また、町債残高町債残高町債残高町債残高はははは、、、、平成平成平成平成 11118888 年度末年度末年度末年度末でででで一般会計一般会計一般会計一般会計、、、、特別会計特別会計特別会計特別会計をををを合合合合わせてわせてわせてわせて、、、、およそおよそおよそおよそ 111130303030

億円億円億円億円、、、、町民一人当町民一人当町民一人当町民一人当たりたりたりたり約約約約 111175757575 万円万円万円万円となっていますが、普通会計の今後の償還額は平

成 20 年度以降、年度を重ねるごとに順調に漸減する見込みであります。 

しかしながら、簡易水道事業、下水道事業、上田地域広域連合への公債費にかか

わる負担金や依田窪医療福祉事務組合で運営している病院事業・介護サービス事業

において起こした地方債の償還額が多額であるとともに、償還期間が長期にわたっ

ているため、償還に充てる繰出金あるいは負担金についても当面高い水準で推移す

る見込みとなっています。 

なお、基金基金基金基金のののの平成平成平成平成 18181818 年末年末年末年末のののの現在高現在高現在高現在高はははは、、、、およそおよそおよそおよそ 22226666 億円億円億円億円（（（（町民一人当町民一人当町民一人当町民一人当たりたりたりたり 35353535 万円万円万円万円））））

であります。 
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２．今後の見通し 

各財政指標が示すように本町の財政事情は非常に厳しい状況であるうえ、今後の

町民税町民税町民税町民税などのなどのなどのなどの税収税収税収税収もももも人口減少人口減少人口減少人口減少にににに伴伴伴伴いいいい微減微減微減微減していくものと推計されています。また、

歳入の半分以上を占める地方交付税は引き続き抑制される見込みであることから、

根幹的な一般財源の確保は今後更に厳しくなるものと考えられます。 

特に普通交付税普通交付税普通交付税普通交付税はははは平成平成平成平成 11117777 年度以降年度以降年度以降年度以降、、、、毎年毎年毎年毎年、、、、約約約約 1111 億円億円億円億円ずつずつずつずつ減少減少減少減少されておりされておりされておりされており、、、、平成平成平成平成

19191919 年度年度年度年度のののの普通交付税額普通交付税額普通交付税額普通交付税額はははは前年度対比前年度対比前年度対比前年度対比でででで▲▲▲▲3.93.93.93.9％、％、％、％、金額金額金額金額にしてにしてにしてにして 9,7009,7009,7009,700 万円万円万円万円のののの減減減減となっとなっとなっとなっ

ていますていますていますています。。。。加加加加えてえてえてえて、、、、合併合併合併合併にににに伴伴伴伴いいいい 3333 年間交付年間交付年間交付年間交付されますされますされますされます特別交付税特別交付税特別交付税特別交付税もももも平成平成平成平成 19191919 年度年度年度年度をもをもをもをも

ってってってって終了終了終了終了となりますのでとなりますのでとなりますのでとなりますので、、、、平成平成平成平成 20202020年度年度年度年度のののの地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税はははは 19191919年度年度年度年度にににに比比比比してしてしてして約約約約 2222億円億円億円億円のののの

減額減額減額減額がががが予想予想予想予想されされされされ、、、、極極極極めてめてめてめて憂慮憂慮憂慮憂慮されるされるされるされる事態事態事態事態となっていますとなっていますとなっていますとなっています。。。。    

歳出については、合併による人件費の減、汎用品や委託料の一括管理などのスケ

ールメリットによる経費の節減、過疎債、合特債などの有利な起債の活用に見られ

るように、合併効果が表れてきていますが、全庁全庁全庁全庁（（（（町町町町））））一丸一丸一丸一丸となったとなったとなったとなった行財政改革行財政改革行財政改革行財政改革のののの

取取取取りりりり組組組組みによみによみによみによるるるる更更更更なるなるなるなる歳出歳出歳出歳出のののの抑制抑制抑制抑制なくしてはなくしてはなくしてはなくしては、、、、持続可能持続可能持続可能持続可能なななな行財政行財政行財政行財政構造構造構造構造をををを構築構築構築構築するこするこするこするこ

とがとがとがとが困難困難困難困難となりますとなりますとなりますとなります。。。。 

よって、事業を計画する際には、県の合併交付金事業の有効活用を図り、更なる

合併のメリットを十分に発揮することはもとより、常に事業の財源を意識する不断

の努力が必要となります。 

 

 

Ⅲ 本町の平成 20年度予算編成の基本方針 

 

１．基本方針 

平成 20年度は長和町に移行して 3年目を迎えるなか、中長期的視野に立ち、行財

政改革の一層の推進をはかり、以って財政運営の健全化に務め、新たな「長和町」

の創造に向けて道筋をつける重要な年であります。 

平成 20年度予算編成は、平成 19年 3月に制定された「「「「長期総合計画長期総合計画長期総合計画長期総合計画」」」」をををを基本基本基本基本ココココ

ンセプトンセプトンセプトンセプトにににに据据据据ええええ、、、、これからのまちづくりのこれからのまちづくりのこれからのまちづくりのこれからのまちづくりの基本理念基本理念基本理念基本理念であるであるであるである「「「「森森森森のささやきのささやきのささやきのささやき    清清清清らからからからか

なななな流流流流れれれれ    悠久悠久悠久悠久（（（（いにしえいにしえいにしえいにしえ））））のののの歴史歴史歴史歴史    未来未来未来未来（（（（あしたあしたあしたあした））））へへへへ輝輝輝輝くくくく    美美美美しのしのしのしの郷郷郷郷」」」」のののの実現実現実現実現に向

け、第 1 次長期総合計画に則り、新しい町の地域資源を見つめ直し、活かし、元気

にしていくための４つの基本的目標のもとで、これまで進めてきている住民主体の

取り組みを継承しながら、住民の更なる一体感の醸成につながるよう創意工夫する

ものとします。 

 

 “まちづくりのための 4 つの基本目標” 

 ■自然と共存の誇れるまちづくり 

 ■元気に知恵と工夫で活力に満ちたまちづくり 

 ■人と人、心を活かした明るいまちづくり 

 ■住民と行政が一体で創るまちづくり 



- ４ - 

 

“行政改革のための 4 つの基本方針” 

 ■地域に根ざしたサービスの向上 

 ■簡素効率化の推進 

 ■住民と行政の協働の推進 

 ■人材育成の推進 

 

２．基本的な考え方 

1） 長門地区･和田地区の更なる融和を目指した予算とし、町長公約を具現化する

こと。 

 

2） 「長期総合計画の実施計画（H19～H21 年度）」に掲げた事業の必要度を検

証し、住民にとって真に必要な事業を選択すること。 

 

3） 「長和町集中改革プラン」による行政改革を認識し、人件費、物件費、補助

費等の経常的経費の削減が図れるよう推進すること。 

 

4444））））    基本方針基本方針基本方針基本方針としてとしてとしてとして、、、、各担当課係各担当課係各担当課係各担当課係においてにおいてにおいてにおいて前年度当初予算前年度当初予算前年度当初予算前年度当初予算におけるにおけるにおけるにおける一般財源額一般財源額一般財源額一般財源額のののの

96969696％（％（％（％（4444％％％％のののの削減削減削減削減））））をををを上限上限上限上限とするとするとするとする。。。。    

 

5） 住民との協働による町民参画の推進に努め、町民の声が町政に反映する仕組

みづくりなどの新たなまちづくり事業に優先配分を行う。 

 

6） まちづくり交付金事業へ計画されている事業並びに平成 18 年度に策定された

「頑張る地方応援プログラム」の事業へ予算配分する。 

 

7） 行政も住民の税金等による経営であり、住民へのサービス業であることを常

に自覚し、多様な住民ニーズを的確に把握し、事業効果や優先度を十分検討す

るとともに徹底した合併効果を追求し、経費の節減、合理化に努め、住民の期

待にピンポイントで応えること。 

 

8） 継続されてきている事務事業であっても、改めてその効果等を検証し、終了

期限の設定についても積極的に検討する。 

 

9） 町債は、「実質公債費比率にかかる公債費適正化計画」に示したとおり、過疎

債、合併特例債等の発行についても必要最小限となるよう充分配慮すること。 

 

10）使用料、手数料、分負担金等については常に見直しに努め、受益者負担の原

則に立ち返り、行政サービスによる受益に見合った負担の適正化を図ること。 
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Ⅳ 平成 20年度予算編成の具体的方針 

 

 １．予算の手法 

1） 編成方針の内容を充分理解し、これに沿った予算を編成する。 

 

  2） 長和町の将来は、財政シミュレーションで示したとおり非常に厳しい財政運

営を強いられることを職員自らが十分認識し、町の行財政状況を勘案し、将来

像をよく斟酌したうえで、事業担当のエキスパートとして予算を編成すること。 

 

  3） 事業の目的により複数の課（係）にわたる事業が予想されるので、横の連携

を強化しつつ関係機関でよく協議し事業を構築すること。 

 

  4） 対話集会及び町政懇談会の住民要望の集約と検証を行い、住民の要望を妥当

性、公平性、緊急性を熟慮し、必要であるものを一つ一つ叶えていくことが懇

談会の充実につながり、延いては住民参加型行政の礎となることを念頭に置き、

費用対効果にも十分配慮し、優先順位を定め事業を計画すること。 

     

  5） 平成 18年度決算審査での指摘事項を十分踏まえた予算とすること。 

  

6） 予算編成に当たり、その必要性、緊急性、優先性について再度検討し、余分

な経費は計上せず、過大積算は絶対に慎むこと。また、計上された予算につい

ても、なおその節減に努めること。 

 

7） 事務事業全般について、予算成立後は迅速かつ計画的に、また事業内容（特

に設計内容、工事内容、委託内容等）を充分把握しながら執行し、早期竣工に

努める。（年度ぎりぎりまでかかる事業についても竣工後の手続きがあること

から 3月 31日期限ということのないように配慮すること。） 

 

２．予算の具体策 

      1111））））内部事務管理経費内部事務管理経費内部事務管理経費内部事務管理経費とととと物品調達等物品調達等物品調達等物品調達等のののの更更更更なるなるなるなる一元化一元化一元化一元化…………別添資料参照別添資料参照別添資料参照別添資料参照    

 

2）当初予算編成に当たっては、事業量、補助率等を的確に把握し、積算根拠を

明確にするとともに積算誤りや要求漏れがないよう十分注意すること。 

 

3） 年度途中の補正は、制度の改正を伴うもの及び災害関連経費等、真にやむを

得ないものについてのみ行うこととし、一般的な補正は行わないことを大前提

とする。特に場当たり的な補正は厳に慎むこと。 
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4） 業務上、一者随意契約とする場合においては、安易に従来どおり継続するこ

となく、予算計上前に見積書での確認、積算根拠の検証、他市町村の比較など

を必ず行ったうえで、契約内容、金額について相手方と十分協議し、経費の節

減に繋げ、予算に反映させること。 

 

5） 一部事務組合、外郭団体等への負担金、委託料などについては、担当課にお

いて査定や問合せを行うなど充分協議、精査し、負担内容を充分把握するとと

もに、算出根拠資料を提出する。特に指定管理者制度へ移行した施設等の改修

等の取り扱いについては、事前に、必ず、財政係や管財係等に合議してくださ

い。 

 

３．特別会計 

特別会計においては、一般会計に準じて見積り、予算計上すること。 

特に、一般会計自体が非常に厳しい財政環境であることを踏まえ、一般会計か

らの経費負担区分の適正な運用に努め、事業収入の増加、経営の合理化、徹底し

た経費の節減を積極的に取り組み、独立採算を基本に負担金、使用料等のあり方

も含め、健全経営に努めること。 

  また、一般会計からの繰入金については、積算根拠を必ず示すこと。 

 

 

Ⅴ 平成 20年度予算編成の留意点 

 

１ 歳入に関する事項 

1） 町税については、国の税制度改正の動向を踏まえ、できる限り確実な年間収

入見込額を計上し、さらに徴収率の目標設定を行い、目標達成のためにまい進

するとともに、より確実な方策を構築すること。 

さらに公平で公正な税を確保するためにも町税の滞納整理の強化に努め、収

納額（収納率）の向上を図ること。 

 

2） 使用料・手数料については、社会経済情勢に留意しながら料率の見直しを検

討するとともに、その適正化に努めること。また、町税同様、収納額の向上に

最善を尽くすこと。 

 

3） 事業ごとの補助制度を熟知するとともに、国、県の施策の動向を常に注視し

ながら、可能な限りの財源の確保に努めるとともに確実な額を計上する。 

 

4） 諸収入については、前年度実績、決算等を踏まえ見込額を計上する。 

 

5） 町債については、国の地方債計画・許可方針及び充当率を充分検討し、的確
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な見込額を計上する。 

 

6） 広告事業等のアイデアによる新たな財源の創出を期待する。 

 

7） 過大見積りを避け、不良財源を計上しないこと。 

 

２ 歳出に関する事項 

1） 旅費については、19 年度同様の措置を継続するものとする。 

また、委員会等視察研修旅費については目的を明確にすることはもとより、

必要最小限の経費を計上すること。慣例のみで行われているものについては廃

止する。 

 

2） 食糧費については、情報公開制度も踏まえ必要性の有無を再認識しながら、

会議等の時間に配慮し対前年マイナスとなるよう節減を図る。なお、竣工式、

イベント等を予定する場合は各課において別途積算し、必要最小限で計上する。 

 

3） 加除書籍・図書購入等については必要最小限となるよう思い切った打ち切り

や隔年購入などを図ること。 

 

4） 電話使用料等について、有線を有効に活用し節減を図る。私用電話はたとえ

わずかな金額でも厳に慎むこと。 

 

5） 委託料については、外部委託先や見積もり先からの一方的な算出によらない

よう、自ら必ず内容及び金額を査定のうえ計上すること。また、内部で積算可

能なものは、土木積算システムなど既存システムやパソコンを有効に活用し、

経費削減に努める。 

 

6） 一般使用料、原材料、備品等については、特定なものを除き対前年マイナス

となるよう引き続き節減を図ること。特にコピー使用について年々費用が増加

しており、回数加算であることを再認識し、Ａ４版で複数枚のときはＡ３版で

まとめるなどサイズの選択等に配慮するとともに、枚数の多いものは輪転機の

使用を優先させ、カラーコピーについても色の数量が少ないものについては手

塗りあるいは２色刷りとするほか、私用のものや無駄な控えは絶対に取らない

など職員全員で節約実行に努める。 

 

7） 町単独補助金については、対象機関の活動内容や決算など根拠となる資料を

提出するとともに、対象機関に町の置かれている状況を十分説明し、その縮減

を目指すこと。 
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Ⅵ 予算編成方法 

 

 平成 20年度予算の編成方法は、前年度に引き続き、企画財政課及び総務課管財係

による事前審査を実施します。 

 

 

Ⅶ 予算編成の主な日程（予定）について（一般会計・特別会計とも） 

 

（1）要求する事務事業等の各課係段階の整理 

 

■電算システム当初算要求書の提出 

 

    平成２０年 １月 ７日 月曜日（期限厳守） 

   （※期限ぎりぎりになると混雑が予想されるので、余裕を持って対応してください。） 

 

    ・提 出 先  企画財政課 財政係    提出部数  Ａ４版 １部 

    ・提出書式  電算出力帳票（A4版でプリントアウト可）、その他必要資料 

 

 

（2）企画財政課及び総務課管財係合同ヒアリング（査定及び調整） 

別途通知 ＜予定：平成 20年 1月 16日～24日＞ 

 

（3）予算会議予定 必要に応じて開催予定（ヒアリング等の結果を踏まえ） 

 

（4）まとめ  ＜予定：平成 20年１月 30日（月）＞ 

 

（5）理事者最終調整予定 平成 20年１月 31日（木）～2月 4日（月） 

 

（6）電算システム最終調整入力予定 平成 20年２月 12日（水） 

 

（7）予算書製本 平成 20年 2月 13日（水）～22日（金） 

 

（8）予算議案提出 平成 20年 2月 25日（月） 

 

以上 



- ９ - 

資料① 
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資料② 

  

 

 

 

 

起債借入予定調（19.9 シミュレーション）         

       単位：千円 

起債名 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 計 

過疎債 177,100 199,200 68,500 150,000 150,000           567,700 

義務教債（補正予算債）   29,500                   

合併推進債 39,800 29,800                   

中村線改良   11,200 27,100 5,700             44,000 

防災無線システム     188,000               188,000 

長久保青原線     119,700 74,100 57,000 57,000         307,800 

下水道     54,000 54,000             108,000 

公園整備（宮ノ上）     2,800               2,800 

濱屋     3,800               3,800 

寺下集会所     12,800               12,800 

文化財保存展示

施設             30,200       30,200 

情報基盤整備       35,000               

基金       285,000 285,000 285,000         855,000 

その他   29,800   3,200 90,700 154,900 200,000 200,000 200,000 200,000 478,600 

合
併
特
例
債

 

小計 0 41,000 408,200 457,000 432,700 496,900 230,200 200,000 200,000 200,000 2,031,000 

補助災害復旧事業債 

（現年分）   8,000 11,000               19,000 

臨時財政対策債 229,900 202,900 184,100 150,000 100,000 100,000 100,000 100,000     937,000 

減税補てん債 5,900 3,600                 3,600 

合計 452,700 514,000 671,800 757,000 682,700 596,900 330,200 300,000 200,000 200,000 3,558,300 
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資料③ 
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資料④ 
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参考 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律案の概要 

 

Ⅰ 健全化判断比率の公表等 

地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）は、毎年度、以下の健全化判断比

率を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表しなければならないことと

する。 

 

①実質赤字比率 

②連結実質赤字比率（全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率） 

③実質公債費比率 

④将来負担比率（公営企業、出資法人等を含めた普通会計の実質的負債の標 

準財政規模に対する比率） 

 

Ⅱ 財政の早期健全化 

１ 財政健全化計画 

健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上の場合には、財政健全

化計画を定めなければならないこととする。 

２ 財政健全化計画の策定手続等 

財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務

大臣・都道府県知事への報告、全国的な状況の公表等の規定を設ける。また、毎

年度、その実施状況を議会に報告し、公表する。 

３ 国等の勧告等 

財政健全化計画の実施状況を踏まえ、財政の早期健全化が著しく困難であると

認められるときは、総務大臣又は都道府県知事は、必要な勧告をすることができ

ることとする。 

 

Ⅲ 財政の再生 

１ 財政再生計画 

再生判断比率（Ⅰ①～③）のいずれかが財政再生基準以上の場合には、財政再

生計画を定めなければならないこととする。 

 

※平成 19年 11月 15日総務省案（年度末に確定） 

             早期健全化基準       財政再生基準 

 ①実質赤字比率    標準財政規模の 2.5％～10％ 20％以上 

 ②連結実質赤字比率  実質赤字比率の基準をベースに検討 

③実質公債費比率       25％以上  35％以上 
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２ 財政再生計画の策定手続、国の同意等 

財政再生計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表する。 

財政再生計画は、総務大臣に協議し、その同意を求めることができる。 

財政再生計画を定めている地方公共団体（財政再生団体）は、毎年度、その実

施状況を議会に報告し、公表する。 

３ 地方債の起債の制限 

再生判断比率のうちのいずれかが財政再生基準以上である地方公共団体は、財

政再生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除き、

地方債の起債ができないこととする。 

４ 地方財政法第５条（地方債の制限）の特例 

財政再生計画に同意を得た財政再生団体は、収支不足額を振り替えるため、地

方財政法第５条の規定にかかわらず、総務大臣の許可を受けて、償還年限が財政

再生計画の計画期間内である地方債（再生振替特例債）を起こすことができる。 

５ 国の勧告、配慮等 

財政再生団体の財政の運営が計画に適合しないと認められる場合等において

は、総務大臣は、予算の変更等必要な措置を勧告できることとする。 

再生振替特例債の資金に対する配慮等、財政再生計画の円滑な実施について国

及び他の地方公共団体は適切な配慮を行う。 

 

Ⅳ 公営企業の経営の健全化 

公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度、公営企業ごとに資金不足比率を

監査委員の審査に付した上で議会に報告し、公表する。これが経営健全化基準以

上となった場合には、経営健全化計画を定めなければならないこととし、Ⅱ２、

３及びⅤ１と同様の仕組みを設ける。 

 

Ⅴ その他 

１ 外部監査 

地方公共団体の長は、健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上

となった場合等には、個別外部監査契約に基づく監査を求めなければならないこ

ととする。 

２ 施行期日等 

健全化判断比率の公表は、公布後１年以内から、他の義務付け規定については、

地方公共団体の予算編成機会の付与等の観点から、平成 20年度決算に基づく措

置から適用する。 

国等に対する寄附を当分の間原則禁止することとしている現行再建法の規定

を引き続き設ける。 

 

以上
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◇長和町内より人選し、その人たちが、まちづくりの未来への架け橋となる、公的ネ

ットワーク『美しの郷』をつくります。 

 

     ◇小学校低学年までの医療費を、全面無料化します（所得制限は撤廃）。 

     ◇過疎地に最も欠けていた就学前教育を、町が全面的にバックアップし、直ちに始め

ます。 

     ◇医療・福祉・保健の町づくりを積極的に推進します。 

      

◇長和町の生産物を、収入に結びつける販売ルートの開拓と運営を、「町」が引き受

けます。そのための準備に速やかに取りかかり、この町ならではの特産品を、戦略

的に全国各地へ発信します。 

     

和和和和    

守守守守

創創創創    

町長公約事項の確認 


